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指定出資法人の決算概要
１．指定出資法人の現状
（１）法人数
法人数は、令和８年７月１日現在で19法人です。
平成13年７月～令和８年７月において、法人の解散、統合や関与見直しを行った法人の指定解除を行うなど、法人のあり方見直しを積極的に行い、60法人（約７割）が減少しています。
（単位：法人）
[image: image5.emf]企業会計基準等によるもの

（株）大阪国際会議場

（昭和33年8月9日）

府立国際会議場の管理運営等 600,000 300,000 50.0 3 0 1 13 2 0 29 0 3 1 0 2,586,836 3,458,732 384,121 325,583 0 0 0 410,289 410,289

大阪信用保証協会

（昭和23年10月26日）

中小企業者等が金融機関から融資を

受ける際のその借入金の保証等

118,878,935 34,517,905 29.0 5 1 1 16 1 1 419 0 0 3 0 42,756,447 0 0 0 0 0 2,115,180 2,115,180

（株）大阪鶴見フラワーセンター

（平成2年11月1日)

花き卸売市場の管理、運営等 1,800,000 459,000 25.5 2 0 0 6 2 0 5 0 0 0 0 566,862 167,374 137,763 ▲ 25,715 0 0 0 0 0

大阪府道路公社

(昭和58年4月1日)

有料道路の新設、改築、維持その他

の管理等

50,016,919 50,016,919 100.0 2 0 1 2 1 0 21 13 8 3 1 3,706,287 0 0 0 1,300,331 0 2,043 1,302,374

大阪モノレール（株）

(昭和55年12月15日)

大阪モノレールの建設、運営等 14,538,000 9,463,000 65.1 3 1 1 13 1 0 269 14 4 3 1 11,783,307 16,767,918 5,082,510 1,927,126 4,680 3,043,864 0 43,605 3,092,149

大阪外環状鉄道（株）

(平成8年11月21日)

大阪外環状線鉄道の建設等 24,637,050 7,109,900 28.9 2 0 1 7 1 0 6 0 2 0 0 2,385,832▲ 17,544,948 1,705,459 ▲ 749,042 0 0 0 0 0

大阪府土地開発公社

（昭和49年5月1日)

道路等の公共事業に係る施設の用に

供する用地の先行取得等

30,000 30,000 100.0 2 0 2 2 1 0 35 0 1 20 16 6,386,526 872,512 0 0 244,445 0 6,145,299 6,389,744

大阪府住宅供給公社

（昭和40年11月1日)

住宅の建設、賃貸、分譲及び府営住

宅の維持管理等

31,000 31,000 100.0 3 1 1 5 1 1 148 2 1 5 0 20,221,863 70,753,987 2,525,171 450,847 5,728,293 0 48,597 6,227,737

堺泉北埠頭（株）

(昭和48年5月8日)

港湾運営会社制度による埠頭運営業

務、上屋・保管ヤードの賃貸、青果セ

ンターの管理運営等

100,000 54,400 54.4 2 0 2 6 1 0 25 1 4 9 4 2,838,555 5,424,277 827,447 402,599 0 18,889 0 27,892 46,781

企業会計基準等　計 9法人 101,982,124 24 3 10 70 11 2957 30 23 44 22 93,232,51579,899,852 8,137,300 4,405,722 455,527 10,335,822 0 8,792,905 19,584,254

合計 19法人 107,392,934 38 5 17153 18 5

1,419

60 68120 25 - 124,338,768 - 4,345,937 1,740,247 10,965,057 1,700,000 8,914,649 23,319,953
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注）各年度7月1日時点の状況。
【参考】指定出資法人の形態（令和８年７月１日現在）
　＜公益財団法人・一般財団法人（10法人）＞
	（公財）大阪国際平和センター
（公財）大阪府国際交流財団
（公財）大阪府保健医療財団
（公財）大阪産業局
（公財）西成労働福祉センター
	（一財）大阪府みどり公社 
（公財）大阪府漁業振興基金
（公財）大阪府都市整備推進センター

（公財）大阪府文化財センター
（公財）大阪府育英会


＜株式会社（５法人）＞
	（株）大阪国際会議場
（株）大阪鶴見フラワーセンター

大阪モノレール（株）
	大阪外環状鉄道（株）
堺泉北埠頭（株）


＜特別法に基づく法人（４法人）＞
	大阪信用保証協会
大阪府道路公社
	大阪府土地開発公社
大阪府住宅供給公社


（注）指定出資法人の基準

　（１） 府が資本金等の５０％以上を出資又は出捐する法人（ただし、自立化法人を除く。）

（２）  府が資本金等の２５％以上５０％未満を出資又は出捐し、かつ府の出資割合が最も大きい法人のうち、次に掲げるいずれかの基準に該当するもの

　　ア　府職員又は府退職者が常勤役員（監事、監査役は除く。）に就任する法人（公募により府退職者が常勤役員に就任した場合は除く。）

イ　府からの補助金、委託料（非公募による指定管理者の指定、又は競争性のない随意契約による委託料に限る。）、その他の財政的支援による収入が、法人の経常収益又は売上高のおおむね５０％以上の法人

　　ウ　資金調達にあたり、府が貸付けを行っている法人

　　エ　財政再建プログラム等、府の行財政計画で示された法人の見直しの方向性が実施に至っておらず、特に指導調整の必要があると認められる法人

　（３）　府の実質的な出資又は出捐（府の出資金等と解散した法人から承継した府出資金等の合計）の割合が５０％以上の法人又は２５％以上５０％未満の法人であり、かつ（２）の基準に該当するもの
（４）　上記以外の法人で、府が損失補償（グループファイナンスに対する損失補償を除く。）を行っているもの

（２）府の財政支出の状況

（単位：百万円）
	区分
	R５年度
	R６年度
	R７年度
	対前年度比

	補助金
	1,909
	1,757
	1,740
	▲ 17
	99.0%

	委託料
	10,508
	11,986
	10,965
	▲1,021
	91.5%

	貸付金
	1,600
	1,700
	1,700
	０
	100.0%

	その他
	6,301
	5,280
	8,915
	3,635
	168.8%

	合計
	20,318
	20,723
	23,320
	2,597
	112.5%


【府の財政支出の状況】
指定出資法人に対する財政支出については、事業そのものの政策的必要性など徹底した評価を行い、人員の精査をはじめ、事務事業の見直しや組織の簡素化、民間活力の導入などにより、歳出規模の抑制に努めました。
一方、指定出資法人で実施することでより効果的かつ効率的に実施ができる事務事業については、必要な財源措置を行いました。
◎一般財源ベースによる支出の状況
（単位：百万円）
	区分
	R５年度
	R６年度
	R７年度
	対前年度比増減

	補助金
	1,396
	1,411
	1,394
	▲17

	委託料
	581
	691
	727
	36

	合計
	1,977
	2,102
	2,121
	19


【令和６年度決算から令和７年度決算における主な増減要因】
＜委託料＞　
◆大阪府道路公社
・鳥飼仁和寺大橋有料道路にかかる耐震補強工事業務の増
◆大阪モノレール（株）
　 ・延伸区間の支柱等及びPC軌道桁建設に関する工事の減
＜その他＞
◆大阪府土地開発公社
・用地に係る再取得費及び用地取得に伴う補償に係る再取得費の増
◆大阪府住宅供給公社
・公有財産購入の減
２．指定出資法人の令和７年度決算概況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（1） 単年度収支
	　
	令和５年度
	令和６年度
	令和７年度

	黒字
	7法人
	11法人
	８法人

	赤字
	10法人
	5法人
	８法人

	均衡
	3法人
	3法人
	3法人

	合計
	20法人
	19法人
	19法人


※1　公益法人会計基準による法人の場合は、当期一般正味財産が増加した法人を黒字法人、減少した法人を
赤字法人としている。
（２）累積損益
（金額単位：百万円）
	　
	令和５年度
	令和６年度
	令和７年度

	累積剰余金
	法人数
	17法人
	16法人
	16法人

	
	金額
	133,854
	137,127
	141,884

	累積欠損金
	法人数
	1法人
	1法人
	１法人

	
	金額
	15,997
	16,796
	17,545


※1　公益法人会計基準による法人の場合は、基本金等を除いた正味財産額がプラスの法人を累積剰余金を
有する法人とし、マイナスの法人を累積欠損金を有する法人としている。
※2　累積剰余金ゼロの法人（2法人）は、表中に含まない。
（３）累積欠損金を有する法人の決算状況
（単位：千円）
	法人名
	累積欠損額
	単年度収支

	
	令和６年度
	令和７年度
	令和６年度
	令和７年度

	大阪外環状鉄道（株）
	16,795,905
	17,544,948
	▲ 798,584
	▲ 749,042


（４）株式会社の配当状況
配当金を計上しているのは、株式会社5法人中２法人で、配当額は約4,900万円、そのうち府への配当金は約2,600万円です。
　◎株式会社の配当状況（令和７年度）
	法人名
	府出資比率（％）
	決算配当額　（千円）

	
	
	

	（株）大阪国際会議場
	50.0
	全体
	　
	23,834

	
	
	　
	うち府受取分
	12,000

	堺泉北埠頭（株）
	54.4
	全体
	　
	25,000

	
	
	　
	うち府受取分
	13,600

	合計
	　
	全体
	　
	48,834

	
	
	　
	うち府受取分
	25,600
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４．指定出資法人への貸付金等の状況
　
令和７年度末時点の状況は以下のとおりです。
[image: image6.emf]（公財）大阪国際平和センター

（平成元年7月25日）

ピースおおさかの運営・戦争と平和に関する資料

の収集、保存、展示等

200,000 100,000 50.0 1 0 1 7 1 0 5 0 1 2 0 196,871 1,460,311 ▲ 29 68,029 0 0 394 68,423

（公財）大阪府国際交流財団

（平成元年1月25日）

グローバル人材の育成、外国人の受入促進・活動

環境の整備及び国際交流情報の収集・発信

2,185,784 2,183,810 99.9 1 0 1 7 1 0 9 0 1 0 0 131,873 881,110 ▲ 5,051 13,478 17,685 0 664 31,827

（公財）大阪府保健医療財団

 (昭和40年7月26日）

大阪がん循環器病予防センターの運営及びがん・

循環器病の予防、その他公衆衛生活動の推進等

37,000 18,000 48.6 0 0 0 9 1 1 64 0 3 31 0 982,010 371,531 367 0 66,089 0 0 66,089

（公財）大阪産業局

（平成31年4月1日）

小規模企業者等への設備貸与事業、中小企業へ

の販路開拓や国際ビジネス支援、創業支援等の

実施及びマイドームおおさか・大阪産業創造館の

管理運営

2,541,280 15,000 0.6 5 1 0 8 0 0 161 19 1 8 0 6,330,021 5,041,535 ▲ 15,909 346,892 370,550 1,700,000 119,982 2,537,424

（公財）西成労働福祉センタ－

（昭和37年9月21日）

日雇労働者に対する無料職業紹介事業等の実施 1,000 500 50.0 1 1 0 10 1 1 21 0 0 19 1 313,496 10,947 ▲ 1,892 267,510 0 0 0 267,510

（一財）大阪府みどり公社

（昭和61年2月28日）

農用地等の貸借・売買、府民の森の管理運営等 12,000 10,000 83.3 1 0 1 6 0 1 23 3 7 5 2 271,526 737,986 ▲ 43,689 94,506 70,783 0 23 165,312

（公財）大阪府漁業振興基金

（昭和62年3月13日)

栽培漁業センターの運営及び漁業者の育成に関

する事業の推進等

5,500,000 3,000,000 54.5 2,607,988 0 0 0 15 1 0 5 1 1 0 0 136,872 801,363 9,188 0 0 0 0 0

（公財）大阪府都市整備推進センター

（昭和34年9月7日）

土地区画整理事業等都市基盤整備に関する諸事

業の受託、道路等における有料駐車場の整備・管

理、住宅密集地における住宅・住環境に関する諸

事業の企画立案・調査研究

576,795 13,000 2.3 3 0 3 10 1 0 80 7 29 5 0 3,314,424 30,556,397 ▲ 248,424 0 0 0 681 681

（公財）大阪府文化財センター

　(昭和47年11月28日)

埋蔵文化財等の調査、整理、保存、日本民家集落

博物館・泉佐野市立歴史館いずみさのの管理運

営等

116,700 10,000 8.6 1 0 0 8 0 0 42 0 0 4 0 631,799 1,054,579 76,798 8,324 104,128 0 0 112,452

（公財）大阪府育英会

（昭和27年4月1日）

学資の貸付、学校教育等振興を図るための助成

等

379,705 60,500 15.9 1 0 1 3 1 0 52 0 2 2 0 603,635 3,523,157 168,856 485,981 0 0 0 485,981

公益法人会計基準　計 10法人 5,410,810 14 2 7 83 7 3462 30 45 76 312,912,52744,438,916 ▲ 59,785 1,284,720 629,235 1,700,000 121,744 3,735,699
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◎指定出資法人への貸付金等一覧
（単位：千円）
	法人名
	府からの
借入金残高
	府の債務保証、損失補償の
対象となる借入金残高

	（公財）大阪産業局
	7,360,321
	0

	大阪府道路公社
	22,500
	0

	大阪外環状鉄道（株）
	20,328,057
	0

	大阪府土地開発公社
	0
	10,335,000

	大阪府住宅供給公社
	20,783,198
	20,428,556

	（公財）大阪府育英会
	35,906,671
	34,347

	合計
	84,400,747
	30,797,903


＜参考＞
指定出資法人に対する委託状況
令和７年度における府から指定出資法人に対する委託状況は下記に公表しています。
【大阪府ホームページ】
https://www.pref.osaka.lg.jp/o050020/gyokaku/hojin/itaku.html
　　　
１．公表内容　委託業務名、委託料、再委託額など
２．集計時点　令和７年度決算ベース
[image: image4.emf]大阪府財務部行政経営課
　　　　　〒５４０－８５７０　大阪市中央区大手前２丁目　ＴＥＬ０６(６９４１)０３５１
　　　　　https://www.pref.osaka.lg.jp/fuseiunei/shisakukeikaku/shusshihoujin/index.html



１．公表項目　　・府の貸付金残高


　　　　　　　　　　・府の債務保証、損失補償の対象となる借入金残高


２．集計時点　　　令和８年３月31日時点









